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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次

第106期

第３四半期　　連

結累計期間

第107期

第３四半期　　連

結累計期間

第106期

第３四半期　　連

結会計期間

第107期

第３四半期　　連

結会計期間

第106期

会計期間

自  平成21年

    ４月１日

至  平成21年

    12月31日

自  平成22年

    ４月１日

至  平成22年

    12月31日

自  平成21年

    10月１日

至  平成21年

    12月31日

自  平成22年

    10月１日

至  平成22年

    12月31日

自  平成21年

    ４月１日

至  平成22年

    ３月31日

売上高 (百万円) 11,735 11,009 4,969 4,497 15,189

経常利益金額 (百万円) 1,326 775 612 444 1,435

四半期(当期)純利益金

額
(百万円) 909 335 339 275 963

純資産額 (百万円) ― ― 8,853 9,112 8,840

総資産額 (百万円) ― ― 21,447 19,250 19,605

１株当たり純資産額 (円) ― ― 263.63 273.44 265.39

１株当たり四半期(当

期)純利益金額
(円) 27.64 10.18 10.33 8.38 29.29

潜在株式調整後１株当

たり四半期(当期)純利

益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ― ― 40.5 46.7 44.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △ 512 1,134 ― ― 605

投資活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) 747 △ 191 ― ― 502

財務活動による

キャッシュ・フロー
(百万円) △ 12 △ 1,233 ― ― △ 1,258

現金及び現金同等物の

四半期末(期末)残高
(百万円) ― ― 2,522 1,858 2,149

従業員数 (名) ― ― 356 326 353

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載し

ておりません。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容につい

て、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　
　
３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　
　
４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 326

(注) 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループ

への出向者を含む就業人員であります。

　
　
(2) 提出会社の状況

平成22年12月31日現在

従業員数(名) 272

(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同四半期比（％）

ダクタイル鋳鉄関連 2,813 ─

樹脂管・ガス関連 205 ─

合計 3,018 ─

(注) １.セグメント間取引は、ありません。

２.金額は、販売価格を以って計上しております。

３.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当第３四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(百万円)
前年同四半期比

（％）
受注残高(百万円)

前年同四半期比

（％）

ダクタイル鋳鉄関連 4,006 ─ 2,544 ─

樹脂管・ガス関連 471 ─ 9 ─

合計 4,478 ─ 2,553 ─

(注) １.セグメント間取引は、ありません。

２.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(3) 販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同四半期比（％）

ダクタイル鋳鉄関連 4,021 ─

樹脂管・ガス関連 475 ─

合計 4,497 ─

(注) １.セグメント間取引については、相殺消去しております。

２.主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合
　

相手先
前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％)

太三機工㈱ 959 19.3 829 18.4

安田㈱ 602 12.1 481 10.7

３.上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

  当第３四半期連結会計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に

記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間における当社グループを取りまく環境は、主力である水道用鋳鉄管類の需

要が減少傾向で推移するとともに市況が軟化するなど依然厳しい状況が続いております。

これに対し当社グループは、操業変動に対応した要員の機動的運用、樹脂管製造設備の集約等による製

造原価削減及び間接部門のスリム化等を推進してきました。また、鋳鉄管、鉄蓋の性能向上に向けた研究

開発も進めてまいりました。

その結果、当第３四半期連結会計期間の業績につきましては、鋳鉄管類の販売価格低下等により売上高

は前年同四半期連結会計期間に比べ４億72百万円減少し、44億97百万円となりました。

損益につきましては、販売費及び一般管理費を75百万円削減したものの、売上高減少と原材料高の影響

が大きく営業利益は前年同四半期連結会計期間に比べ１億74百万円減少し、４億51百万円となりました。

経常利益についても同様に前年同四半期連結会計期間に比べ1億68百万円減少し、４億44百万円となりま

した。　

四半期純利益につきましては、経常利益の減少により、前年同四半期連結会計期間に対し64百万円減少

し、２億75百万円となりました。　

　
① セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

　
1）ダクタイル鋳鉄関連

当第３四半期連結会計期間は鋳鉄管等の販売量が減少したため、売上高は40億21百万円となりまし

た。

営業利益につきましては、販売量の減少に加え原材料価格が上昇したため、４億３百万円となりま

した。

　
2）樹脂管・ガス関連

売上高はガス用ポリエチレン管の販売を中心に４億75百万円となりました。

営業利益につきましては、ガス関連資材の販売及び子会社で行っている倉庫業、リサイクル事業(古

鉄類の販売)が順調に推移したため、営業利益は49百万円となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の資産合計は、192億50百万円と第２四半期連結会計期間末（186億65百

万円）と比較して５億84百万円増加しました。これは主に季節的要因により「商品及び製品」が２億88

百万円減少し、「受取手形及び売掛金」が11億88百万円増加したこと等によるものです。

負債合計は、101億37百万円と第２四半期連結会計期間末（98億36百万円）と比較して３億１百万円増

加しました。これは主に「長期借入金」が２億34百万円減少した一方で、「支払手形及び買掛金」が５億

18百万円増加したこと等によるものです。

純資産合計は、91億12百万円と第２四半期連結会計期間末（88億29百万円）に対し２億83百万円増加

しました。これは主に「四半期純利益」による増加２億75百万円によるものであります。

その結果、自己資本比率は46.7%となっております。

　
(3) キャッシュ・フローの状況の分析

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下、「資金」という。)は、18億58百万円

と第２四半期連結会計期間末に比べて76百万円の減少となりました。

また、前第３四半期連結会計期間末25億22百万円に対しては６億64百万円減少しております。

　
当第３四半期連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における営業活動による資金の増減は、前年同四半期連結会計期間におけ

る資金の増加２億89百万円に対して、３億57百万円の増加となりました。これは売上債権が12億35百万円

増加したものの、税金等調整前四半期純利益４億45百万円、たな卸資産の減少３億２百万円に加え、仕入

債務の増加５億93百万円があったこと等によるものです。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における投資活動による資金の増減は、前年同四半期連結会計期間におけ

る資金の増加10百万円に対して、63百万円の支出となりました。これは主に有形固定資産の取得による支

出68百万円があったことによるものです。　

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第３四半期連結会計期間における財務活動による資金の増減は、前年同四半期連結会計期間におけ

る資金の減少３億1百万円に対して、３億70百万円の減少となりました。これは主に長期借入金の返済よ

る支出２億66百万円があったことによるものです。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更

及び新たに生じた課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は17百万円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　
　

(2) 設備の新設、除却等の計画

前四半期連結会計期間末において、重要な設備の新設、除却等の計画はありません。また、当第３四半期

連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 128,000,000

計 128,000,000

　
② 【発行済株式】

　

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 32,930,74932,930,749東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株であり 
ます。

計 32,930,74932,930,749― ―

　
(2) 【新株予約権等の状況】

　
該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　
該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

　
該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
 

（百万円）

資本金残高
 

（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成22年12月31日 ─ 32,930 ─ 1,855 ─ 264

　
(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。

　
(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成22年９月30日)に基づく株主名簿による記載

をしております。
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① 【発行済株式】　　　 　 　 　平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ─

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ─

議決権制限株式（その他） ― ― ─

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式 19,000
― ─

完全議決権株式（その他）
普通株式

32,858,000
32,858

単元株式数は1,000株であ

ります。

単元未満株式
普通株式

53,749
― ─

発行済株式総数 32,930,749― ―

総株主の議決権 ― 32,858 ―

（注）１「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決

権１個）含まれております。

　２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式657株が含まれております。

　
② 【自己株式等】 　 　 平成22年９月30日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

（株）

他人名義

所有株式数

（株）

所有株式数

の合計

（株）

発行済株式総数

に対する所有

株式数の割合

（％）

（自己保有株式）

日本鋳鉄管株式会社

東京都中央区築地二丁目

12番10号
19,000 ─ 19,000 0.1

計 ― 19,000 ─ 19,000 0.1

　
２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年

　４月 　５月 　６月 　７月 　８月 　９月 　10月 　11月 　12月

最高(円) 168 154 171 157 137 131 123 125 132

最低(円) 142 114 115 128 107 107 108 107 119

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間(平成21年10月１日から平成21年12月31日まで)及び前第３四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年12月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第３四半期連結会計期間(平成22年10月１日から平成22年12月31日まで)及び当第３四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年12月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月

１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表については、仰星監査法人により四半期レビューを受け、当第３四半期

連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年

４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表については、新日本有限責任監査法人に

より四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,858 2,149

受取手形及び売掛金 *4
 5,836 4,740

商品及び製品 2,310 2,545

仕掛品 348 346

原材料及び貯蔵品 587 611

その他 353 897

貸倒引当金 △256 △235

流動資産合計 11,038 11,055

固定資産

有形固定資産

機械装置及び運搬具（純額） 2,355 2,531

土地 3,336 3,336

その他（純額） 1,728 1,821

有形固定資産合計 *1
 7,420

*1
 7,688

無形固定資産 65 87

投資その他の資産 *2
 725

*2
 773

固定資産合計 8,212 8,549

資産合計 19,250 19,605

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 *4
 2,864 2,434

短期借入金 2,246 2,614

未払法人税等 156 269

賞与引当金 34 152

その他 *4
 903 759

流動負債合計 6,204 6,230

固定負債

長期借入金 2,468 3,193

退職給付引当金 496 473

役員退職慰労引当金 25 43

負ののれん 119 149

その他 822 674

固定負債合計 3,932 4,534

負債合計 10,137 10,764
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（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,855 1,855

資本剰余金 264 264

利益剰余金 6,881 6,612

自己株式 △3 △3

株主資本合計 8,998 8,729

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 0 5

評価・換算差額等合計 0 5

少数株主持分 113 105

純資産合計 9,112 8,840

負債純資産合計 19,250 19,605
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 11,735 11,009

売上原価 8,691 8,696

売上総利益 3,043 2,313

販売費及び一般管理費 *1
 1,681

*1
 1,521

営業利益 1,362 791

営業外収益

負ののれん償却額 25 30

その他 36 25

営業外収益合計 62 56

営業外費用

支払利息 90 65

その他 7 6

営業外費用合計 98 72

経常利益 1,326 775

特別利益

固定資産売却益 *2
 312 10

その他 1 －

特別利益合計 314 10

特別損失

固定資産除却損 － 31

貸倒引当金繰入額 80 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 102

その他 15 0

特別損失合計 96 134

税金等調整前四半期純利益 1,544 651

法人税、住民税及び事業税 333 184

法人税等調整額 281 122

法人税等合計 614 306

少数株主損益調整前四半期純利益 － 344

少数株主利益 19 9

四半期純利益 909 335
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【第３四半期連結会計期間】
（単位：百万円）

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 4,969 4,497

売上原価 3,684 3,462

売上総利益 1,285 1,034

販売費及び一般管理費 *1
 659

*1
 583

営業利益 626 451

営業外収益

負ののれん償却額 8 10

その他 9 6

営業外収益合計 18 16

営業外費用

支払利息 30 20

その他 2 3

営業外費用合計 32 23

経常利益 612 444

特別利益

固定資産売却益 0 9

特別利益合計 0 9

特別損失

固定資産除却損 9 7

貸倒引当金繰入額 6 －

その他 － 0

特別損失合計 15 8

税金等調整前四半期純利益 596 445

法人税、住民税及び事業税 244 140

法人税等調整額 8 26

法人税等合計 253 167

少数株主損益調整前四半期純利益 － 278

少数株主利益 3 2

四半期純利益 339 275
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,544 651

減価償却費 800 768

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 102

負ののれん償却額 △25 △30

貸倒引当金の増減額（△は減少） 108 21

賞与引当金の増減額（△は減少） △128 △118

退職給付及び役員退職慰労引当金の増減額（△
は減少）

13 16

受取利息及び受取配当金 △3 △2

支払利息 90 65

有形固定資産除売却損益（△は益） △297 21

ゴルフ会員権売却損益（△は益） － 0

売上債権の増減額（△は増加） △902 △831

たな卸資産の増減額（△は増加） △78 256

仕入債務の増減額（△は減少） 117 523

その他 △302 43

小計 936 1,488

利息及び配当金の受取額 3 2

利息の支払額 △72 △64

法人税等の支払額 △326 △291

訴訟関連損失の支払額 △1,053 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △512 1,134

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △164 △320

有形固定資産の売却による収入 863 182

無形固定資産の取得による支出 △18 △1

投資有価証券の売却による収入 － 3

会員権の売却による収入 － 8

その他 67 △63

投資活動によるキャッシュ・フロー 747 △191

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △250 △300

長期借入れによる収入 1,150 －

長期借入金の返済による支出 △832 △793

リース債務の返済による支出 △76 △72

自己株式の取得による支出 △0 △0

配当金の支払額 △0 △65

少数株主への配当金の支払額 △2 △2

財務活動によるキャッシュ・フロー △12 △1,233

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 222 △291

現金及び現金同等物の期首残高 2,300 2,149

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,522 1,858
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【継続企業の前提に関する事項】

　

該当事項はありません。

　
【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

　
当第３四半期連結累計期間 

(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

会計処理基準に関す

る事項の変更

 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用しております。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益は、それぞれ

18百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は、121百万円減少しております。

また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は171百万円であ

ります。

 
　
【表示方法の変更】

　

当第３四半期連結累計期間 

(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

１.　前第３四半期連結累計期間において、特別損失の「その他」に含めていた「固定資産除却損」は、特

別損失総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連結累計期間では区分掲記することとしており

ます。なお、前第３四半期連結累計期間の特別損失の「その他」に含まれる「固定資産除却損」は13

百万円であります。

２.　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等

規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第３四半

期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　
当第３四半期連結会計期間 

(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づく財務諸表等

規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期

連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。
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【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間 

(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)

１.一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がない

と認められる場合には、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定する方法によっ

ております。

 
２.たな卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末のたな卸高の算出に関しては、実地たな卸を省略し、前連結会計年度末の

実地たな卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法によっております。

また、営業循環過程から外れたたな卸資産で、前連結会計年度末において帳簿価額を処分可能価額まで

切り下げているものについては、前連結会計年度末以降に著しい変化がないと認められる場合には、前連

結会計年度末における貸借対照表価額を計上する方法によっております。

 
３.固定資産の減価償却費の算定方法

固定資産の年度中の取得、売却または除却等の見積りを考慮した予算に基づく年間償却予定額を期間按

分する方法によっております。

 
４.繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の

発生状況に著しい変化がないと認められる場合には、前連結会計年度において使用した将来の業績予測

やタックス・プランニングを利用する方法によっております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、19,920百

万円であります。
 

※１　有形固定資産の減価償却累計額は、19,962百

万円であります。
 

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金

の額

投資その他の資産 874百万円
 

※２　資産の金額から直接控除している貸倒引当金

の額

投資その他の資産 883百万円
 

３　住宅財形融資制度に基づく従業員の銀行から

の借入保証額

　 33百万円
 

３　住宅財形融資制度に基づく従業員の銀行から

の借入保証額

　 39百万円

※４　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理

については、満期日に決済が行われたものとし

て処理しております。

　なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融

機関の休日であったため、次の四半期連結会計

期間末日満期手形が、四半期連結会計期間末残

高から除かれております。

受取手形 331百万円

支払手形 287　〃

設備関係支払手形 24　〃
 

　

　
(四半期連結損益計算書関係)

第３四半期連結累計期間 　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

運送費 372百万円

給料手当 499　〃

賞与 150　〃

退職給付費用 42　〃

貸倒引当金繰入額 27　〃
 

※２　固定資産売却益の主なもの

土地売却益 310百万円
 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

運送費 349百万円

給料手当 474　〃

賞与 114　〃

退職給付費用 38　〃

貸倒引当金繰入額 21　〃
 

　
第３四半期連結会計期間 　

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

運送費 153百万円

給料手当 158　〃

賞与 46　〃

退職給付費用 13　〃

貸倒引当金繰入額 59　〃
 

※１　販売費及び一般管理費の主なもの

運送費 148百万円

給料手当 155　〃

賞与 39　〃

退職給付費用 12　〃

貸倒引当金繰入額 53　〃
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び預金 2,522百万円

現金及び現金同等物 2,522百万円
 

１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期

連結貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係

現金及び預金 1,858百万円

現金及び現金同等物 1,858百万円
 

　
(株主資本等関係)

　

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　

至　平成22年12月31日)

　

１.発行済株式の種類及び総数

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

普通株式(株) 32,930,749

　
２.自己株式の種類及び株式数

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

普通株式(株) 19,657

　
３.新株予約権等の四半期連結会計期末残高等

　

該当事項はありません。

　
４.配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(百万円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年6月29日

定時株主総会
普通株式 65 2.00平成22年3月31日平成22年6月30日 利益剰余金

　

(2) 基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

　

該当事項はありません。

　
５.株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自  平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)

　
ダクタイル
鋳鉄関連
(百万円)

樹脂管・
ガス関連　　　
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高 4,523 445 4,969 ─ 4,969

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 0 3 3 (3) ―

計 4,523 449 4,972 (3) 4,969

営業利益 579 46 625 0 626
　

前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　
ダクタイル
鋳鉄関連
(百万円)

樹脂管・
ガス関連　　　
(百万円)

計
(百万円)

消去又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に
対する売上高 10,399 1,336 11,735 ─ 11,735

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高 0 12 12 (12) ―

計 10,400 1,348 11,748 (12) 11,735

営業利益 1,210 152 1,362 0 1,362

（注）１.事業区分は、販売市場の類似性により区分しております。

２.各事業区分の主要製品名又は事業の内容

事業区分 主要製品名又は事業の内容

ダクタイル鋳鉄関連

水道用ダクタイル鋳鉄管、水道用異形管、上下水道用FEM

鉄蓋、水道用付属部品、水道施設工事業、土木工事業、エン

ジニアリング事業

樹脂管・ガス関連

ガス用ダクタイル鋳鉄管、ガス用異形管、ガス用FEM鉄蓋、

ガス用付属部品、ポリエチレン管、レジンコンクリート製

品、ガス用配管材等の保管及び輸送、産業廃棄物の収集、

運搬及び積み替え保管、古鉄類（金属、樹脂等）の販売

　
【所在地別セグメント情報】

　前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　本邦以外の国または地域には所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

　前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

　海外売上高がないため、該当事項はありません。
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【セグメント情報】

　

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平成
21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20
号  平成20年３月21日)を適用しております。
　

１. 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経
営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。
当社は、販売市場・顧客の種類・業界に特有の規制環境等の類似性を考慮し、事業活動を展開しており
ます。
従って、当社は販売市場の類似性を基礎とした事業別セグメントから構成されており、「ダクタイル鋳
鉄関連」及び「樹脂管・ガス関連」の２つを報告セグメントとしております。
「ダクタイル鋳鉄関連」は、水道用ダクタイル鋳鉄管、水道用異形管、上下水道用FEM鉄蓋、水道用付属部
品の製造販売及び水道施設工事業、土木工事業、エンジニアリング事業を行っております。「樹脂管・ガス
関連」は、ガス用ダクタイル鋳鉄管、ガス用異形管、ガス用FEM鉄蓋、ガス用付属部品、ポリエチレン管、レジ
ンコンクリート製品の製造販売、ガス用配管材等の保管及び輸送、産業廃棄物の収集、運搬及び積み替え保
管、古鉄類（金属、樹脂等）の販売を行っております。
　

２. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 （単位：百万円）
　 報告セグメント

合計 調整額
(注) １

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ２

　 ダクタイル
鋳鉄関連

樹脂管・
ガス関連 計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 9,649 1,360 11,00911,009 ─ 11,009

セグメント間の内部
売上高又は振替高 0 15 15 15 △15 ―

計 9,649 1,375 11,02511,025 △15 11,009

セグメント利益 637 155 792 792 △0 791

(注)  １.セグメント利益の調整額△0百万円は、セグメント間取引消去であります。

２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

当第３四半期連結会計期間(自  平成22年10月１日  至  平成22年12月31日)

　 　 　 　 　 （単位：百万円）
　 報告セグメント

合計 調整額
(注) １

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ２

　 ダクタイル
鋳鉄関連

樹脂管・
ガス関連 計

売上高 　 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 4,021 475 4,497 4,497 ─ 4,497

セグメント間の内部
売上高又は振替高 0 6 6 6 △6 ―

計 4,021 482 4,503 4,503 △6 4,497

セグメント利益 403 49 453 453 △2 451

(注)  １.セグメント利益の調整額△2百万円は、セグメント間取引消去であります。

２.セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１. １株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 　

１株当たり純資産額 273.44円
　

　 　

１株当たり純資産額 265.39円
　

　
２．１株当たり四半期純利益金額等

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 27.64円
　

１株当たり四半期純利益金額 10.18円
　

(注)１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

    ２.１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　 前第３四半期連結累計期間 当第３四半期連結累計期間

項目 (自　平成21年４月１日 (自　平成22年４月１日
　   至　平成21年12月31日)   至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
金額                      (百万円) 909 335

普通株式に係る四半期純利益金額
                        　(百万円) 909 335

普通株主に帰属しない金額　(百万円) ― ─

普通株式の期中平均株式数  (千株) 32,912 32,911

　
第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純利益金額 10.33円
　

１株当たり四半期純利益金額 8.38円
　

(注)１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載してお

りません。

    ２.１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎

　 前第３四半期連結会計期間 当第３四半期連結会計期間

項目 (自　平成21年10月１日 (自　平成22年10月１日
　   至　平成21年12月31日)   至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
金額　　　　　　　　　　 (百万円) 339 275

普通株式に係る四半期純利益金額
         　　　　　　　  (百万円) 339 275

普通株主に帰属しない金額 (百万円) ― ─

普通株式の期中平均株式数 (千株) 32,911 32,911

　

２ 【その他】

　
　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成22年2月12日

日本鋳鉄管株式会社

    取締役会　御中

仰　星　監　査　法　人
　

代 表 社 員
業務執行社員 公認会計士　中　川　隆　之　印

　

代 表 社 員 
業務執行社員 公認会計士　神　山　俊　一　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられ

ている日本鋳鉄管株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第

３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期連結累

計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書につ

いて四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に

責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行

われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本鋳鉄管株式会

社及び連結子会社の平成21年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結

会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ

・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認めら

れなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害

関係はない。

　
以　 上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

平成２３年２月１０日
　

日 本 鋳 鉄 管 株 式 会 社
　

 取 締 役 会   御 中
　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員 　
公認会計士    谷    上    和    範    印

業 務 執 行 社 員 　
　

指定有限責任社員 　
公認会計士    中    島    康    晴    印

業 務 執 行 社 員 　
　

指定有限責任社員 　
公認会計士    中    村    裕    輔    印

業 務 執 行 社 員 　
　

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げら

れている日本鋳鉄管株式会社の平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年

度の第３四半期連結会計期間（平成２２年１０月１日から平成２２年１２月３１日まで）及び第

３四半期連結累計期間（平成２２年４月１日から平成２２年１２月３１日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有

する者等に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、

我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の

監査に比べ限定された手続により行われた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において

一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本鋳鉄管株式会社及び

連結子会社の平成２２年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計

期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フ

ローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認められな

かった。
　

追記情報

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとお

り、会社は第１四半期連結会計期間より「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第１

８号　平成２０年３月３１日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第２１号　平成２０年３月３１日）を適用して四半期連結財務諸表を作成している。
　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。

以　　上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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